
 

 

 

 

2026 年 3月 10 日 

各 位 

株式会社北洋銀行 

 

株式会社アールアンドイー様と 

「ポジティブインパクトファイナンス」の契約を締結しました 

   

北洋銀行（取締役頭取 津山 博恒）は、株式会社アールアンドイー様（北海道登別市、代表取締役  

伊藤 淳 様）と「ポジティブインパクトファイナンス」（以下、本ファイナンス）の契約を締結しました。 

本ファイナンスは、企業活動が環境・社会・経済にもたらすインパクトを包括的に分析・評価し、ネガティ

ブインパクトの緩和とポジティブインパクトの拡大について目標を設定し、その実現に向けた継続的な対話

や支援を重視することで SDGs 達成に貢献していく金融手法です。当行は、国連環境計画金融イニシア 

チブが提唱するポジティブインパクト金融原則に基づき、「ポジティブインパクトファイナンス評価書」を発行

し、株式会社格付投資情報センター様から第三者評価として「セカンドオピニオン」を取得しています。 

本件では、コア・インパクトを「資源循環の高度化と脱炭素社会への貢献」と特定し、設備投資による  

廃棄物の高度処理の実現や処理工程の最適化などを通じて、資源の限りない循環と持続可能な社会の 

実現に向けたインパクト拡大を目指している点などを評価させていただいています。 

当行は、今後もほくようサステナブルファイナンス等を通じて環境・社会課題の解決を図るお客さまや  

プロジェクトを積極的に支援し、脱炭素社会の実現や SDGs の達成に貢献してまいります。 

※「ポジティブインパクトファイナンス評価書」および「セカンドオピニオン」は別紙をご参照ください。 
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【契約記念の様子】 

 

                    

    

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

本社所在地 北海道登別市富浦町 223-1 
代 表 者 伊藤 淳 様 
設 立 1985 年 6月 
業 種 産業廃棄物処理業 

左：株式会社アールアンドイー 

  代表取締役 伊藤 淳 様 

 

右：北洋銀行 

  室蘭中央支店長 赤保内 伸幸 
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北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、株式会社アールアンドイー（以下、「アールアンドイー」

または「当社」）に対してポジティブインパクトファイナンス（以下、「PIF」）を実施するにあたって、当社の事業活動

が環境・社会・経済に及ぼすインパクト（ポジティブインパクト/ネガティブインパクト）を分析・評価した。 

 この分析・評価は、国連環境計画金融イニシアチブ（UNEP FI）が提唱した PIF 原則および PIF 実施ガイド

（モデル・フレームワーク）、ESG 金融ハイレベル・パネルにおいてポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまと

めた「インパクトファイナンスの基本的考え方」に則ったうえで、北洋銀行が独自に開発した評価体系に基づいてい

る。 
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1. 企業概要 

（1） 基本情報 

名  称 株式会社アールアンドイー 

所 在 地 

◼ 本社・登別事業所 

〒059-0462 北海道登別市富浦町 223-1 

◼ 札幌事業所 

〒061-1274 北海道北広島市大曲工業団地 4-4-1 

代 表 者 代表取締役 伊藤 淳 

設 立 日 1985 年 6 月 

資 本 金 20 百万円 

売 上 高 1,376 百万円（2025 年 3 月期） 

従 業 員 58 名（2025 年 12 月現在） 

事 業 内 容 産業廃棄物処理業 

許 認 可 

 産業廃棄物収集運搬業     許可番号第 00110098348 号 

 産業廃棄物処分業       許可番号第 00140098348 号 

 特別管理産業廃棄物収集運搬業 許可番号第 00150098348 号 

 特別管理産業廃棄物処分業   許可番号第 00180098348 号 

 特定建設業     北海道知事許可（特－6）胆第 04282 号 

沿  革 

1985 年 

2002 年 

 

2003 年 

2006 年 

2007 年 

2009 年 

2022 年 

 

「有限会社アールアンドイー」設立 

産業廃棄物処分業、産業廃棄物収集運搬業の許認可取得 

北海道登別市若山町に本社開設 

「株式会社アールアンドイー」に組織変更 

建設事業部・エンジニアリング事業部を発足 

札幌事務所を開設 

本社・登別事務所を統合 

創業者の北山 茂一 氏が取締役会長に就任 

伊藤 淳 氏が代表取締役に就任（現任） 
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（2） 理念体系 

アールアンドイーは以下の理念・ビジョンのもと、環境と調和する未来への挑戦を続けている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

当社は、産業廃棄物処理を中核事業とし、資源処理の最終フェーズを担う立場から大量生産・大

量消費型のリニアエコノミー（直線型経済）に社会課題を見出した。環境と調和する社会の実現を

自社の使命と位置付け、リニアエコノミーからサーキュラーエコノミー（循環型経済）への転換に

取り組んでいる。 

具体的には再資源化技術の高度化、製品及び設備の長寿命化に向けた研究開発に産学連携で取り

組み、事業領域を拡大してきた。今後も各事業部における環境技術の追求を続け、資源の限りない

循環に挑戦していく。 

 

（3） 事業概要 

A) 事業内容 

 アールアンドイーは、中核事業である産業廃棄物処理を担う「環境事業部」のほか、「建材事

業部」「エンジニアリング事業部」「金属事業部」の 4 つの事業部から構成される。資源利用や

分選別技術、環境負荷を抑えた資材などの技術開発を進め、総合環境企業として事業領域を拡

大している。 

B)  

① 環境事業部 

 環境事業部では事業所や建築現場、工場等から出る産業廃棄物の収集・運搬から中間・最終

処理までを一貫して行う。法令遵守と安全管理、環境負荷の抑制を徹底するとともに、「リサ

イクルできるものは全て再資源化する」をモットーに、仕分けや回収技術の研究開発を進め、

最終処分量の削減に取り組んでいる。 
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 再資源化に関する特徴的な取り組みのひとつとして、2025 年３月より、コークスの代替品

となる製鋼副資材「エコマイト」の製造を開始した。これは廃プラスチック類を主とした原料

を破砕し、磁力選別後に鉄分を主成分とする独自の粉粒体を供給・攪拌・混合して圧縮成形し

たもので、電炉メーカーでは鉄に炭素を加える加炭材として、高炉メーカーでは製鉄時の溶洗

工程での発泡を抑えるフォーミング抑制剤として用いられる。これまで廃プラスチック類の

なかでも再利用困難とされてきたものを有効活用できるようになった。 

 

② 建材事業部 

 建材事業部では、廃熱空気利用エコ融雪システム「RE メルト」、舗装透水性無機質舗装材

「ドライウェイ」、および融雪制御システム「SMC-H（スマック）」等の環境負荷の少ない融

雪システム及び建築素材の開発・提供を行っている。 

⚫ RE メルト：廃熱空気を利用して雪を融かす ECO 融雪システム。廃熱を熱源とするため、

融雪のため新たに消費されるエネルギーは送風機を回す電力のみ。環境負荷低減とともに、

導入施設におけるエネルギーコスト削減にも寄与する。 

⚫ ドライウェイ：空隙の多い構造で透水性に優れたコンクリート舗装材。舗装下の土壌が潤

うほか、排水設備の負荷低減、及び都市部のヒートアイランド現象を抑制する効果がある。

また、リサイクル可能なエコ素材を使用しているため、廃棄時の環境負荷も少ない。融雪

システム「RE メルト」でも活用されており、雪解け水を吸収し再凍結を防ぎ、冬でも安

全・快適な路面を保つ。 

⚫ SMC-H：Web カメラと画像処理技術を用いた高性能融雪制御システム。降雪・積雪情報

を高精度で判断し制御するため、誤作動によるエネルギーロスを防ぐ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ エンジニアリング事業部 

 エンジニアリング事業部では、北海道大学と共同開発した網下気室型湿式比重選別機

「RETACJIG（リタックジグ）」シリーズをはじめ、廃棄物処理からリサイクルまで幅広いプ

ラントの設計・販売を行っている。「RETACJIG（リタックジグ）」は水が充填された「選別室」

と空気を出し入れする「脈動室」で構成される。選別室に選別材を投入し、脈動室から空気を

出し入れする事によって、比重別に物質の層が形成される。層ごとに物質を回収することで選

別が完了する仕組みである。本シリーズは、オーダーメイド設計により、取り出したい物質に

合わせて振動や装置の大きさを設定することができ、多分野における廃棄物削減ニーズに対

応している。 
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 産総研1の企画支援等を行う NEDO2が主催するプロジェクト「革新的プラスチック資源循

環プロセス技術開発」(2020～2024)では、中核機材として小型 RETACJIG を 3 台納入し、

その性能が高く評価された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 金属事業部 

 金属事業部では、室蘭工業大学と共同研究による特殊な鋳込み技術を応用し開発した耐摩

耗性鋳造金属「SPJ シリーズ」をはじめとする鋳造製品を製造・販売している。「SPJ シリー

ズ」は従来のコーティングなどの表面処理による加工と異なり、金属材料そのものを変性し耐

久性を高めたもので、そのまま鋳造し直すマテリアルリサイクルが可能な点に特徴を持つ。顧

客の要望に合わせ鋳型から製造し、建設重機のアタッチメント部分やプラントにおける破砕

刃などあらゆる金属製品に活用が可能である。  

 
1 国立研究開発法人産業技術総合研究所 
2 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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C) ビジネスモデル 

アールアンドイーのビジネス俯瞰図とバリューチェーンは以下の通り。 

 

◼ ビジネス俯瞰図 

 

【 産業廃棄物処理事業 】 

 

 

 

 

 

 

 

【 エンジニアリング事業 】 

 

 

 

 

 

 

     

                      【出所：アールアンドイーへのヒアリングにより HKP 作成】  

 

 

◼ バリューチェーン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【出所：アールアンドイーへのヒアリングにより HKP 作成】 
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（4） サステナビリティ方針と活動 

A) 環境理念及び方針 

 アールアンドイーは、エコアクション２１の運用に基づき、環境理念及び環境方針を定め

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出所：アールアンドイー HP】 

 

B) SDGs に関する取り組み 

⚫ SDGs プロジェクト 

 アールアンドイーでは、「SDGs プロジェクト」を立ち上げ 1 年間に亘って SDGs に関

する社内研修会やワークショップを実施。2022 年にはそれまで議論されてきたアイデ

アや改善提案を「SDGs 私たちの取組（人・自然・共生）」として 135 の個別目標に取り

まとめている。 

 

人 （人にやさしく） 

基本的人権を尊重し、安全安心はもちろん社員の健康で幸せに満ちた生活の実現を 

めざします。また、多様性を理解し、互いに尊重し、社員一人ひとりが働きやすい、 

明るく笑顔に満ちた環境づくりに努めます。 

【具体的な取り組み】 

法令順守、労働環境整備、健康管理、人材育成 など 

 

自然 （環境への挑戦） 

脱炭素社会の実現をめざし、自社施設等への省エネ技術導入や廃棄物の再利用の促進

をはじめ廃熱活用システム、選別エンジニアリング、機能性金属などの普及を通じて 

環境負荷低減への取組に努めます。 

【具体的な取り組み】 

紙・化石燃料などの削減、リサイクル率向上、環境製品開発 など 
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共生 （社会への貢献） 

地域のみなさまと協働し、地元企業としての役割と責任を果たすべく積極的に地域 

活動や地域振興、活性化などに努めます。 

【具体的な取り組み】 

地域防災への取り組み、廃棄物のリサイクル啓発 など 

 

⚫ 産業廃棄物の適正な回収・処理の徹底・・・「環境面」 

 アールアンドイーは、産業廃棄物処理・再生業者として、法令に基づく適正な回収と

処理を徹底している。作業工程では、飛散防止および悪臭対策、騒音・振動の低減施策

を講じ、周辺環境および作業員への影響を抑制する運用体制を構築している。また、最

終処分においては、転圧などによる減容化を図り、埋立量の削減に取り組んでいる。さ

らに、再資源化率向上を目的として、各種設備や処理ラインを導入し、資源循環の高度

化を図ることで循環型社会の実現に向けた取り組みを進めている。 

 

⚫ エコマイト製造・・・「環境面」「経済面」 

アールアンドイーは再資源化の取り組みとして、2025 年 3 月に、製鋼副資材「エコ

マイト」の生産プラントを開設した。エコマイトは、株式会社大瀧商店（和歌山県）が

成型機メーカーとタイアップし開発した特許技術を用いた製品で、当社は OEM として

参画している。エコマイト製造は、これまで処理困難物とされてきた建設現場から発生

する廃プラスチック類の再資源化を可能とした。エコマイトは、電炉メーカーにおいて

加炭材や昇熱材として使用され、燃焼時の CO2 排出量は、コークス比 27%抑制され

る。また、高炉メーカーにおいてはフォーミング抑制剤の役割を果たし、製鋼の生産性

向上に寄与する。 

 

⚫ 選別機の設計・販売・・・「環境面」「経済面」 

 アールアンドイーが北海道大学と共同開発した湿式比重選別機「RETACJIG（リタック

ジグ）」は、複数の物質を比重によって選別することができる機械である。近年、廃棄物

に関する法規制の強化や消費者行動の変化、資源価格の高騰等を背景に循環型社会の構

築は企業経営における重要課題として位置付けられ、業界では廃棄物の抑制や再利用、

資源化を前提とした事業活動への転換が進んでいる。「RETACJIG（リタックジグ）」は、

プラスチックの分別高度化によるリサイクル促進のほか、使用済み電子機器から貴金属

やレアメタルなどの資源回収や耐用年数到来に伴う大量廃棄が懸念されている太陽光パ

ネルの処理にも有効とされ、資源確保、環境負荷低減の両面の社会課題解決に貢献す

る。 

 

⚫ エコアクション 21 の取得・・・「環境面」 

 アールアンドイーでは、「エコアクション 21」の認証登録をしている。「エコアクショ

ン 21」は環境省が定めた第三者認証・登録制度で、中小企業がこれは PDCA サイクル

を回しながら環境経営の実効性を高めていくとともに、環境に関する従業員教育を促す

ことを目的とする。アールアンドイーでは 2007 年の認証登録以来、環境保全活動を組

織的に継続して取り組んでいる。 
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⚫ GHG 排出量算定及び削減に向けた取り組みの推進・・・「環境面」 

 アールアンドイーでは、エコアクション 21 の運用に基づき、自社の事業活動における

GHG 排出量を算定し排出量削減施策を推進している。今後についてもエコドライブ推進

や営業車両・重機の環境配慮型車両への入替えなど、消費燃料削減に向けた取り組みを

進める方針である。また、事務所における省エネ施策として空調設定の最適化や、照明

の LED 化を進めており、2027 年末には事務所全体の完全 LED 化を目指す方針である。 

 

⚫ シュレッダーダスト3のリサイクル（SR テクノ）・・・「環境面」 

 アールアンドイーは、廃自動車を破砕した際に発生するシュレッダーダストの再資源

化を目的とし、平成 20 年に株式会社鈴木商会との合弁会社として株式会社 SR テクノを

設立。現在も役員２名が在任している。アールアンドイー本社敷地内に処理工場を設

け、自動車リサイクル法に基づく認定工場として、自動車由来廃棄物の再資源化に注力

し、循環型社会の構築に寄与している。 

 

⚫ 働きやすい職場環境整備・・・「社会面」 

 アールアンドイーでは、従業員のワークライフバランス向上のため、有給休暇取得率

向上に取り組んでいる。取り組みの一環として 2025 年 4 月に就業規則を変更し、時間

単位での有給休暇の取得を認めるとともに日常的な取得のはたらきかけを行い、取得意

識の向上を図っている。また、女性の働きやすさ向上のため、トイレや更衣室等の物理

的な環境整備に加え、育児時間及び生理休暇、不妊治療休暇制度を設置。性別やライフ

ステージに柔軟に対応した就労環境を整備している。業務面においては、電子請求書発

行システムや、スケジュール管理、稟議書、報告書作成の ASP クラウドサービスを導入

するなど積極的にデジタルツールを取り入れ生産性向上と紙使用量削減を進めている。

今後はバックオフィス業務についても DX 化を進める方針である。加えて、労働衛生委

員会（月 1 回）の設置や、緊急事態予防対応訓練（年 1 回）を実施するなど安全衛生管

理体制も構築している。 

 

⚫ 働きがいのある職場づくり・・・「社会面」 

 アールアンドイーでは、働きがいのある職場づくりを目指し、従業員のスキルアップ

や長期就労を支援している。下記の資格については、受験費や研修費等の取得費用を会

社が全額負担するとともに、取得後には資格手当を支給している。また、定年（65 歳）

後の再雇用に関しても、年齢に左右されずに専門知識や技術を生かして長く働くことが

できる体制を構築している。 

 さらに、従業員のエンゲージメントや士気の向上を企図し、各事業部のトピックスや

成果を全社で毎月共有している。当社が受ける第三者からの表彰やメディア掲載等の好

事例を従業員に周知することが自社の社会的意義や働きがいを再認識する機会へとつな

がっている。 

  

 
3 廃自動車から発生する少量の金属やプラスチック、ゴム、ガラスなどの混合物 
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従業員の資格取得一覧 

資格名 人数 資格名 人数 

1 級土木施工管理技士 3 名 1 級土木施工管理技士 3 名 

公害防止管理者 1 名 技術士 1 名 

車両系建設機械 29 名 玉掛技能講習 31 名 

大型自動車免許 14 名 フォークリフト運転技能講習終了 31 名 

※2025 年 12 月時点 

 

⚫ 地域貢献・・・「社会面」 

 アールアンドイーでは、「SDGs 私たちの取組『人・自然・共生』」のうち「共生：地

域への貢献」を実現すべく、処分場周辺のゴミ拾いを定期的に実施している。清掃活動

を通じて生活環境改善および安全性向上に貢献するとともに、地域コミュニティの活性

化を図っている。また、本社のある登別市および札幌事務所のある北広島市において、

子育て支援や教育に関する寄付活動を継続実施。地域課題解決の一助となっている。 
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2. インパクトの特定 

（1） バリューチェーン分析 

インパクトの特定のためバリューチェーン分析を行った。具体的な手法として、バリューチ

ェーン(主活動・支援活動)における環境、社会、経済の側面から与える影響について洗い出し

た。 

◼ バリューチェーンと ESG 要素 

分類 環境、社会、経済に影響を与える活動 

主
活
動 

  

営業 

【環境】 

⚫ 排出事業者に対する適正処理の啓発 

【社会】 

⚫ 顧客に対する透明な情報提供（公正な取引の確立） 

⚫ 地域住民への説明責任 

収集・運搬 

【環境】 

⚫ 低排出ガス車の導入 

⚫ 収集ルート最適化による燃料使用量削減 

⚫ 収集時の分別徹底 

⚫ フレコンバックや荷台シートの活用飛散防止対策の実施 

⚫ 運搬車輛及び運搬容器の定期洗浄による悪臭対策の実施 

【社会】 

⚫ 地域住民の安全確保 

計量 

選別 

破砕 

【環境】 

⚫ 高度選別によるリサイクル率向上 

⚫ 水質汚染対策 

⚫ ハイブリット重機の導入 

【社会】 

⚫ 労働者の安全管理徹底 

⚫ 作業自動化による危険作業の削減 

⚫ 処理記録の管理と法令順守の徹底 

⚫ 処理工程のトレーサビリティ確保 

再資源化 

【環境】 

⚫ 残渣の最小化 

【社会】 

⚫ 資源循環経路の見える化（不正流通防止） 

最終処分 

再資源物販売 

【環境】 

⚫ 最終処分量の最小化 

⚫ 埋め立て後の長期環境モニタリング 

【社会】 

⚫ 労働者の安全管理徹底 

⚫ 施設周辺の環境保全（騒音・臭気等） 

⚫ 最終処分記録の適正管理 

⚫ 不法投棄や不適正販売の防止 
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【出所：アールアンドイーへのヒアリングにより HKP 作成】 

 

（2） インパクトレーダーによるマッピング 

バリューチェーン分析に基づき特定したインパクトを整理することに加え、UNEP FI が提供

するインパクトレーダーによるマッピングを行う。 

当社の環境事業部およびエンジニアリング事業部における事業とサプライチェーン上の川上

に該当する事業を国際標準産業分類に則り以下の通り整理した。 

 

◼ 当社の事業 

・ 非有害廃棄物の収集（業種コード：3811） 

・ 非有害廃棄物の処理および処分（業種コード：3821） 

・ 中古品小売業（業種コード：4774） 

・ 建築およびエンジニアリング活動および関連技術コンサルティング（業種コード：

7110） 

 

◼ 川上の事業 

・ 建築工事業（業種コード：4100） 

・ 解体業（業種コード：4311） 

・ その他の土木工事業（業種コード：4290） 

 

◼ 川下の事業 

・ 第一次鉄鋼製造業（業種コード：2410） 

  なお、その他の川下の事業は、幅広いプレーヤが存在するため特定していない。 

  

支
援
活
動 

全般管理 

人事管理 

労務管理 

企画開発 

【環境】 

⚫ DX 推進による紙使用量削減 

⚫ 省エネルギー機器導入 

⚫ エコアクション 21 の運用に基づく二酸化炭素排出量削

減に向けた取り組み 

【社会】 

⚫ 労働安全衛生管理徹底による安全な労働環境の提供 

⚫ 高齢者延長雇用制度 

⚫ 資格取得支援を通じた働きがいの向上 

【経済】 

⚫ コンプライアンス教育の実施 

⚫ 公正な取引と透明性を確保した契約プロセス 
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マッピング手法は、UNEP FI のインパクトレーダーによるポジティブインパクト(PI)及びネガティ

ブインパクト(NI)とバリューチェーン分析の結果により整理していく。 

 

A) 当社の事業 

⚫ 労働時間管理の徹底、リスクアセスメントと作業標準化の実施は、労働安全性につながる。

また、廃棄物収集及び処理・処分の各過程において、悪臭対策及び飛散防止等の対策を講

じることで、従業員および地域コミュニティへの健康・安全リスクを低減することから、

「健康および安全性」の NI 低減を特定した。 

⚫ 水処理施設における脱窒素薬品として、一部廃棄物から生成されたリサイクルエタノール

を活用しており、化石燃料依存度低減および資源循環の高度化が期待できることから「廃

棄物」「資源強度」PI 増大を特定した。 

⚫ 廃棄物回収頻度の最適化や分別ルールの周知徹底は、廃棄物野積みや不法投棄の減少及び

公共空間の清潔さと安全の維持につながることから、「健康と衛生」の PI増大を特定した。 

⚫ 地元人材やシニア層の積極採用、および資格取得支援等のスキル開発は、安定・包摂的な

雇用創出に寄与することから「教育」「雇用」PI 増大及び「年齢差別」NI 低減を特定した。 

⚫ 段階的な賃金引上げの実施、同一労働同一賃金の徹底及び賃金の公正性確保により従業員

の生計安定化につながることから「賃金」PI 増大・NI 低減を特定した。 

⚫ 有給休暇及び育児・介護休暇等の取得推進は、従業員のワークライフバランス向上や復職

率向上による生活安定性の確保につながることから、「社会的保護」NI 低減を特定した。 

⚫ 当社の事業拡大は、清掃事業者等のサプライチェーン全体の繁栄に寄与することから「零

細・中小企業の繁栄」ＰＩ増大を特定した。 

⚫ 低排出ガス車及びハイブリット重機導入は、GHG 排出量抑制につながることから「気候

の安定性」NI 低減を特定した。 

⚫ 廃棄物の処理工程における適正な排水処理を実施していることから、「水域」の PI 増大と

NI 低減を特定した。 

⚫ 廃棄物のリサイクルを通じた焼却処分の削減による「大気」の PI 増大と NI 低減を特定

した。 

⚫ 廃棄物の適正な回収・運搬・処理と再資源化による「土壌」「生物種」「生息地」の PI 増

大と NI 低減を特定した。 

⚫ 廃棄物の適正処理及び再資源物の販売や、製鋼副資材へのリサイクル実施により、廃棄物

抑制および資源投入効率化が図られることから「資源強度」「廃棄物」の PI 増大及び NI

低減を特定した。 

 

B) 川上の事業 

⚫ 当社があらゆる廃棄物を適正に処理・再資源化をすることで、川上事業者の環境法令順守

を支援するとともに、豊富なノウハウを提供することで最終処分となる廃棄物の削減につ

ながることから「資源強度」「廃棄物」の PI 増大および NI 低減を特定した。 

 

C) 川下の事業 

⚫ 当社が製鋼副資材「エコマイト」を供給することにより、第一次鉄鋼プロセスで発生する

CO2 の抑制に寄与することから、「気候の安定性」NI 低減を特定した。 
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なお、インパクトレーダーではその他のインパクトも特定されているが、バリューチェーン分析の

結果、関連性が薄いため特定していない。 

 

D)  当社の事業が与えるインパクトのマッピング(UNEP FI インパクトレーダー)  

 下図によりマッピング内容を可視化した。インパクトカテゴリのうち、黄色塗りされた箇所

はバリューチェーン分析により特定されたカテゴリである。また、各事業において想定される

PI 及び NI をインパクトレーダーから抽出している。 

 

⚫ 当社の事業 

 

  
非有害廃棄物の収集

非有害廃棄物の

処理および処分
中古品小売業

建築およびエンジニアリン

グ活動および関連技術コン

サルティング

3811 3821 4774 7110

三側面 インパクトエリア インパクトトピック PI NI PI NI PI NI PI NI

紛争

現代奴隷

児童労働

データプライバシー

自然災害

健康および安全性 - ● ● ● ●

水 ● ● ●

食糧

エネルギー ●

住居 ●●

健康と衛生 ●● ●●

教育

移動手段

情報

コネクティビティ

文化と伝統 ●

ファイナンス

雇用 ● ● ● ●

賃金 ● ● ● ● ● ● ●

社会的保護 ● ● ● ●

ジェンダー平等

民族・人種平等

年齢差別

その他の社会的弱者

法の支配

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ● ● ●●

インフラ

経済収束

気候の安定性 ● ● ●

水域 ●● ●● ●● ●● ●

大気 ●● ● ●● ● ●

土壌 ●● ●● ● ●

生物種 ●● ●● ● ●

生息地 ●● ●● ● ● ●●

資源強度 ● ● ● ● ●● ●

廃棄物 ●● ● ●● ● ●● ●

●●：主要なカテゴリ、●：関連のあるカテゴリ

■：PIの増大またはNIの低減に係る箇所

社会

人格と人の

安全保障

資源とサービスの

入手可能性、

アクセス可能性、

手頃さ、品質

生計

平等と正義

業種

（国際標準産業分類）

【コード】

社会経済

強固な制度、

平和、安定

健全な経済

自然環境

生物多様性と

生態系

サーキュラリティ
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⚫ 川上・川下の事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

川上の事業 川下の事業

建築工事業 解体業 その他の土木工事業 第一次鉄鋼製造業

4100 4311 4290 2410

三側面 インパクトエリア インパクトトピック PI NI PI NI PI NI PI NI

紛争

現代奴隷 ●● ●● ●●

児童労働

データプライバシー

自然災害 ●● ●● ●●

健康および安全性 - ●● ●● ●● ●

水

食糧

エネルギー ● ●

住居 ●● ●

健康と衛生

教育

移動手段

情報

コネクティビティ

文化と伝統 ● ●

ファイナンス

雇用 ● ● ● ●

賃金 ● ●● ● ●● ● ●● ● ●●

社会的保護 ● ● ● ●

ジェンダー平等

民族・人種平等 ●● ●● ●●

年齢差別

その他の社会的弱者 ●● ●● ●●

法の支配

市民的自由

セクターの多様性

零細・中小企業の繁栄 ● ● ●

インフラ ●● ●● ●● ●●

経済収束

気候の安定性 ●● ●● ●● ●●

水域 ● ● ● ●●

大気 ● ● ● ●

土壌 ●● ●● ●●

生物種 ●● ●● ●●

生息地 ●● ●● ●●

資源強度 ●● ●● ●● ●●

廃棄物 ●● ●● ●● ●

●●：主要なカテゴリ、●：関連のあるカテゴリ

■：PIの増大またはNIの低減に係る箇所

社会

人格と人の

安全保障

資源とサービスの

入手可能性、

アクセス可能性、

手頃さ、品質

生計

平等と正義

バリューチェーン

業種

（国際標準産業分類）

【コード】

社会経済

強固な制度、

平和、安定

健全な経済

自然環境

生物多様性と

生態系

サーキュラリティ
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（3） インパクトニーズの確認 

A) インパクトカテゴリと SDGs(およびサステナビリティ方針)の関連性 

 下図によりインパクトカテゴリと SDGs の関連性を以下の通り可視化した。バリューチェ

ーン分析(サプライチェーン及び管理部門)とインパクトレーダーによるマッピングを通じ、取

り組み内容を網羅的に整理している。 

 

  ＜ サプライチェーンでのマッピング ＞ 
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① アールアンドイーのインパクト 

 以下ロジックモデルをもとに、アールアンドイーのインパクトを特定した。ここで、イ

ンパクトとは、環境/社会/経済に与える変化もしくはアウトカムそのものと定義した。ま

た、同社の事業別の売上構成、ビジネスモデル及びインパクトレーダーによるマッピング

結果から、特に重要なインパクトをコア・インパクトとして特定した。 

 

＜ ロジックモデルによる整理 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② インプットの内容(六つの資本)の概要 

・ 財務資本：安定したキャッシュフロー創出による経営資源への分配  

・ 製造資本：運搬車両、選別・破砕施設、リサイクル・再資源化施設 

・ 知的資本：廃棄物の適正な回収・処理・再資源化に関するノウハウ 

・ 人的資本：専門スキルと資格を有する従業員 

・ 社会/関係資本：地域の各種事業者・同業者・自治体との強固なパートナーシップ 

・ 自然資本：土地資源・環境の健全性 
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B) インパクトの整理 

◼ 資源循環の高度化と脱炭素社会への貢献：コア・インパクト 

 アールアンドイーは、経済活動の中で生み出される様々な廃棄物を適切に処理・再生する

ことで、環境汚染防止や公衆衛生の維持に不可欠な役割を担っている。気候変動対策や、資

源制約の深刻化等を背景に、資源を循環させ、最終処分量を最小限にすることが求められて

いる。設備投資による高度処理の実現、処理工程の最適化、人材育成を通じて、資源循環の

高度化を図る。「再資源化推進による資源循環の高度化」は、社会要請への対応にとどまら

ず、事業の持続性と競争力を高めるものであることから、コア・インパクトとして特定す

る。 

 

◼ 事業活動全体における環境負荷低減 

 アールアンドイーは、自社の事業活動に伴う環境負荷の低減にも取り組んでおり、事務所

における LED 照明への切替や、DX 推進による紙使用量の削減など、省エネ及び省資源化を

進めている。今後、事務所照明の完全 LED 化を目指すとともに、保有する車両についても環

境配慮型車両への切替を進めていく方針であることから、インパクトとして特定した。 

 

◼ 適正処理と再資源化を支える人材基盤強化 

 アールアンドイーは、産業廃棄物処理を中核事業として、関連分野へ事業を拡大し、資源

の限りない循環への挑戦を続けている。多様化するニーズに対応しながら適正処理と再資源

化を安定的に実行するためには、設備や技術に加え、それらを運用する人材の確保と育成が

不可欠である。今後、有給休暇取得率向上や継続的な賃上げおよびキャリアアップ支援等を

通じて、働きやすさと働きがいの両立を図り、地域の衛生環境維持と持続的な資源循環への

更なる貢献を目指す方針であることから、インパクトとして特定した。  
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C) 日本におけるインパクトニーズ 

 下図は SDGs に含まれる 17 の各目標について、日本における達成度を示した「SDGs イン

デックス&ダッシュボード 2025」である。各目標の達成度はそれぞれの色で示されており、

具体的には緑は「目標達成」、黄は「課題が残っている」、橙は「重要な課題が残っている」、

赤は「主要な課題が残っている」と定義づけられている。 

 アールアンドイーのインパクトに関連する SDGs の目標は「3,8,11,12,13」であるとこ

ろ、いずれの目標も未だ日本では達成されておらず、とりわけ「11,12,13」は「重要な」ま

たは「主要な課題が残っている」。したがって、特定した同社のインパクトはいずれも有意義

である。 

 

 

 

 

 

【出展：SDSN より】 

  

：アールアンドイーのインパクトに関連するゴール 
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D) 北海道におけるインパクトニーズ 

 アールアンドイーの主な事業エリアである北海道は、「北海道 SDGs 未来都市計画」を策定

しており、SDGs のゴールとそれに紐づく KPI を設定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 
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北海道 SDGs 未来都市計画において、「2030 年のあるべき姿」の実現に向けた、特に優先的に取り

組むべき課題が共有されている。加えて北海道総合政策部計画局推進課による「北海道 SDGs 推進ビ

ジョン」においても北海道の課題が整理されている。今回特定したインパクトに対する SDGs のゴー

ルは、これらとも概ね整合しており、北海道においても重要度が高いものと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北海道「北海道 SDGs 未来都市計画(2021～2024)」】 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

【出典：北海道総合政策部計画局推進課「北海道 SDGs 推進ビジョン」】 
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（4） 北洋銀行グループが認識する社会課題との整合性 

北洋銀行グループは、「お客さま本位を徹底し、多様な課題の解決に取り組み、北海道の明日

をきりひらく」という経営理念と行動規範に基づく企業活動を通じて、全てのステークホルダー

と地域社会・環境の持続的発展に貢献するとともに、当行グループの中長期的な企業価値の向上

と持続的経営の実現に努めることをサステナビリティ方針として掲げている。 

本評価書で特定した当社のインパクトは、北洋銀行のサステナビリティ方針と全体的に整合的で

ある。とりわけ、ESG 取組方針の「１．環境方針」、「２．社会貢献方針」、SDGs に係る重点テ

ーマの「１．お客様との共通価値の創造」、「２．環境保全」及び環境・社会に配慮した投融資方

針の「１．環境・社会にポジティブな影響を与えると考えられる事業に対する取組方針」に整合

している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典：北洋銀行 提供】 



ポジティブインパクトファイナンス評価書 

 

 

 

25/31 
 
 

3. インパクトの評価 

特定されたインパクトに対し、インパクトの種類(PI(ポジティブインパクト)の創出可能性、NI(ネ

ガティブインパクト)の低減・管理)、インパクトカテゴリ、関連する SDGs、内容・対応方針及び目標

と KPI を整理する。 

 

◼ 資源循環の高度化と脱炭素社会への貢献：コア・インパクト 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境面における PI 増大 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

 

PI：「気候の安定性」「廃棄物」「資源強度」 

関 連 す る S D G s  
 

   

取 り 組 み 内 容 

 「製鋼副資材（エコマイト）」（※）の製造及び販売基盤の強化 

（※）再利用困難とされていた中間処理残渣物（廃プラスチック等）

のリサイクル資材。コークス・石炭の代替品として燃焼時の 

CO₂排出削減効果を有する 

 水処理施設におけるリサイクルエタノールの使用率向上 

目 標 ・ K P I 

① 2028 年度までにエコマイトの製造量を 5,000 トンとする   

※2025 年度より製造開始 

 

② 2026 年度までにリサイクルエタノール使用率（※）を 80%にする 

※リサイクルエタノール使用率 

＝リサイクルエタノール使用量÷総エタノール使用量 

（実績）2022 年度：20%   

        2023 年度：20%   

        2024 年度：35% 

※2027 年度以降の目標は改めて設定する  

① 2028 年度までに「製鋼副資材（エコマイト）」の製造量を 5,000 トンとする 

アールアンドイーは、資源の限りない循環を目指している。再資源化の取り組みは、最終処分

量の延命による環境負荷低減や、廃棄物管理の効率化を実現する。当社は、2024 年に中間処理残

さ物（廃プラスチック等）を「製鋼副資材（エコマイト）」としてリサイクルするための中間処理

施設を導入した。これまで処理困難物とされてきた、炭素繊維強化プラスチック、ガラス繊維、

太陽光パネル、汚泥、グラスウール、発泡ウレタン、塩化ビニル製品、海水や土の付着したプラ

スチックなども加工対象としている。 

エコマイトは化学反応で鉄の品質を高めるほか、燃焼により熱源となることから、高炉メーカ

ーにおいて従来の石炭やコークスを代替し、加炭材や昇熱材として利用される。燃焼時の CO2 排

出量はコークスに比べ 27%抑制される。また、鉛を含有しない本品は、高炉でのフォーミング減

少を抑制する効果に優れており、高炉メーカーにおける生産性向上に貢献している。 
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② 2026 年度までにリサイクルエタノール使用率を 80%にする 

 廃棄物処理における水処理施設では、硝酸性窒素を窒素ガスに還元（脱窒）する工程で、外部炭

素源として炭素を含むエタノールやメタノールが用いられる。当社は、食品製造工場にて消毒に使

用されたのち廃棄されるエタノールを再資源化したリサイクルエタノールを導入している。当社が

使用するリサイクルエタノールは、廃棄されるエタノールを静置により沈殿物と上澄みに分離し、

上澄みをエタノール濃度 50%に調整したものである。 

 リサイクルエタノールを活用することで、エタノール廃棄に伴う水質・土壌汚染リスクを低減す

るとともに、焼却処理時に発生する CO2 排出量の削減が期待できる。また、新規のエタノール製

造量抑制により、原料調達や生成過程におけるエネルギー消費および温室効果ガスの削減に寄与す

る。 

 

 以上より、上記目標・ＫＰＩは廃棄物の再資源化率を向上させ、脱炭素と資源循環を両立する取

り組みであることから有意義である。 
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◼ 事業活動全体における環境負荷低減 

イ ン パ ク ト の 種 類 環境面における NI 低減 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

 

NI：「気候の安定性」「大気」 

関 連 す る S D G s  
 

   

取 り 組 み 内 容 
 環境配慮型車両（重機含む）への入替や事務所照明の LED 化を通じた

GHG 排出量削減 

目 標 ・ K P I 

① 2025 年度中に、「製鋼副資材（エコマイト）」製造施設を含めた GHG

排出量を算定、2026 年度中に削減計画を策定し、以降計画に沿って削

減する 

 

② 2027 年度までにハイブリット重機を 2 台導入する 

（実績）2025 年 12 月時点：0 台/26 台 
 

① 2025 年度中に、「製鋼副資材（エコマイト）」製造施設を含めた GHG排出量を算定、 

2026 年度中に削減計画を策定し、以降計画に沿って削減する 

② 2028 年度までにハイブリット重機を２台導入する 

 アールアンドイーは、エコアクション２１の運用に基づき、GHG 排出量の算定及び削減施策を

実行している。2024 年より新たに稼働を開始したエコマイト製造施設における GHG 排出量につ

いては、2025 年度中に算定を行い、算定結果をもとに新たな削減計画を設定、全社横断的に GHG

排出量削減に取り組む方針である。事務所照明の完全 LED 化に取り組むほか、ハイブリット重機

の導入を進め、脱炭素社会への貢献を強化していく。 

 経済産業省が実施したアンケート結果によると、中小企業においては、カーボンニュートラルの

進展 が経営に何らかの影響があると感じつつも、約８割の中小企業は具体的な方策を検討してい

ない状況に ある。KPI はカーボンニュートラルに向けて、GHG 排出量の削減を進める有意義な

目標である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【出典：経済産業省 中小企業のカーボンニュートラル施策について】 
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◼ 適正処理と再資源化を支える人材基盤強化 

イ ン パ ク ト の 種 類 社会面における PI 増大、NI 低減 

イ ン パ ク ト エ リ ア 

(インパクトトピック) 

PI：「雇用」「賃金」 

NI：「健康および安全性」 

関 連 す る S D G s  
 

     

取 り 組 み 内 容 

 生産性向上および業務平準化による有給休暇の取得推進 

 従業員の処遇改善による働きやすい職場環境づくり 

 資格取得支援による働きがいのある職場の実現 

目 標 ・ K P I 

① 2027 年度までに全社員平均有給休暇取得率を 70%にする 

（実績）2022 年度：45%   

        2023 年度：55%   

        2024 年度：56% 

 

② 2028 年度までの各年度における一人当たりの年間平均賃上げ率を

３％とする 

（実績）2022 年度：3%   

        2023 年度：3%   

        2024 年度：1% 

 

③ 2028 年度までに従業員数を 64 名にする 

（実績）2022 年度：44 名   

        2023 年度：49 名   

        2024 年度：54 名 

 

④ 2028 年度までに有資格者※（延べ人数）を 10 名増加させる 

▼対象資格 

1 級建築施工管理技士 / 1 級土木施工管理技士 / 公害防止管理者 /  

1 級建築士 / 技術士 / 玉掛技能講習終了 / 車両系建設機械技能講習

終了 / フォークリフト運転技能講習終了 / 大型自動車免許  

 

（実績）2025 年 12 月時点：113 名（延べ人数） 
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① 2028 年度までに全社員平均有給休暇取得率を 70%にする 

 政府は、厚生労働省「過労死等の防止のための対策に関する大綱」において、令和 10 年

（2028 年）までに年次有給休暇の取得率を 70%以上とすることを目標としている。目標達

成に向けては、単に法令を遵守するだけではなく、人員の増員や業務量の見直し、マネジメ

ントの在り方、常態的な長時間労働を是認するような企業文化や職場風土等を見直していく

ことが必要であるとしている。 

 アールアンドイーは、働き方改革関連法を遵守徹底するとともに、社内の業務フローの改

善を進め、生産性の向上と業務平準化を図っている。今後は、日常的な有給休暇取得のはた

らきかけなどのマネジメントをさらに徹底し、全社における取得意識の向上を図り、積極的

な労働環境の改善に取り組む方針である。 

 有給休暇取得率向上は、従業員の心身の健康を保ち、働きがいやワークライフバランスの

向上、ひいては生産性向上にもつながる。加えて、求職者に対する企業の魅力を向上させ、

人材確保の面においてもメリットをもたらす取り組みであることから、上記目標・KPI は有意

義である。 

 

② 2028 年度までの各年度における一人当たりの年間平均賃上げ率を３％とする 

 政府は「新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画（2025 年改訂版）」において、

「賃上げと投資がけん引する成長型経済の実現」のビジョンを掲げている。実現に向けた施

策の一つとして、「中小企業・小規模事業者の賃金向上推進５か年計画」を策定し、2029 年

までの 5 年間で、日本経済全体で実質賃金を年１％程度上昇させることを目標に掲げてい

る。このような中小企業・小規模事業者における賃上げ環境の整備を通じて、多様な人材の

活躍推進、資産運用立国の取組の深化、地方経済の高度化等に取り組むとしている。 

 アールアンドイーでは、担当業務の内容や資格の取得状況に応じた人事考課を実施し、そ

の結果を給与に的確に反映させている。当社の従業員 1 人当たりの平均給与額は、毎月勤労

統計調査地方調査（北海道分）における 2025 年１月平均給与（事業所規模 30 人以上）産業

別（サービス業）202,701 円を上回っている。さらに、年２回の定例賞与に加え、年度末に

は業績に応じて臨時給与を支給することで、成果と報酬の連動を図る。このような処遇環境

のもとで、政府が掲げる賃上げ目標を上回る年間平均 3％の賃上げを実施することは、就業意

欲と定着率向上につながる。 

 上記目標・KPI は、政府・自治体が掲げる賃金向上方針と整合し、従業員のモチベーション

向上や採用面での優位性確立に寄与する有意義なものである。 

 

③ 2028 年度までに従業員数を 64名にする 

④ 2028 年度までに有資格者（延べ人数）を 108名にする 

 公益社団法人全国産業資源循環連合会「産業廃棄物の処理動向調査結果について」によれ

ば、経営上の問題点についての回答割合は、「従業員の不足」が最も高い。環境省「令和 2 年

度産業廃棄物処理業における多様な人材の確保に関する調査結果概要」においても、人材の

過不足感関する問いに回答した 344 社のうち、「やや不足」139 社（40%）、「不足」37 社

（11%）を合わせた 176 社（51%）となる半数以上が不足感を持っており、産業廃棄物処理

業界全体の人材不足の深刻化を示している。 

 アールアンドイーでは、再資源化の高度化や製品の長寿命化に資する事業など、多岐にわ

たる事業を展開している。これらの分野における、近年の需要の高まりに的確に対応するた

め、人員体制の強化を進める。人材の多様化、処遇改善、職場環境整備に計画に取り組み、
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安定的な人材確保を図る。さらに、今後のベテラン技術者の退職（自然減）を見据え、資格

取得支援を軸に人材育成を図ることで、責任ある適正処理及び管理を継続的に担保する。今

後は、キャリアアップ支援体制の構築及び資格取得支援の拡充を通じて、社員のモチベーシ

ョン向上と処理の安全性向上および品質高度化を目指す。 

 上記目標は、事業の持続性と組織力強化を図り、地域産業と循環型社会の形成支える社会

インフラとしての使命を果たす取り組みであることから有意義である。 

 

 

4. インパクトのモニタリング 

アールアンドイーは、代表取締役を最高責任者として主要事業の棚卸を行い、インパクトの特定、

取り組み内容・対応方針や目標・KPI を設定した。 

本件で設定した目標・KPI の進捗状況については、アールアンドイーと北洋銀行及び株式会社北海

道共創パートナーズが少なくとも年に 1 回は定期的に情報共有を行い、北洋銀行がその達成状況や課題

をモニタリングするとともに、必要に応じて課題解決に向けた提案を行う。 

 

 

5. 情報開示 

モニタリング関連の情報開示は、北洋銀行および株式会社北海道共創パートナーズが定める「コミュ

ニケーションサポートシート」もしくはその内容に準拠するものを活用し、北洋銀行または株式会社

北海道共創パートナーズのホームページにて行うこととする。 
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留意事項 

１． 本評価書の内容は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズが現時点で入手可能な公開情報

に加え、アールアンドイーから提供された情報や当社への事業に関するヒアリングを通じて収集した情報に基づい

て、現時点での状況を評価したものであり、将来における実現可能性、ポジティブ要素の成果及びネガティブ要

素の抑制等を保証するものではありません。 

２． 本評価を作成するために活用した情報は、北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズがその裁量に

より信頼できると判断したものではあるものの、これらの情報の正確性等について独自に検証しているわけではあ

りません。北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズは、これらの情報の正確性、適時性、網羅性、

完全性及び特定目的への適合性その他一切の事項について、明示・黙示を問わず、何ら表明または保証する

ものではありません。 

３． 本評価書に関する一切の権利は北洋銀行ならびに株式会社北海道共創パートナーズに帰属します。評価書

の全部または一部を自己使用の目的を超えての使用（複製、改変、翻案等を含む）は禁止されています。 
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北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス 2026年 3月 10日 

株式会社アールアンドイー サステナブルファイナンス本部 

担当アナリスト：田中 麻実 
 

格付投資情報センター（R&I）は北洋銀行がアールアンドイーに対して実施するポジティブインパクトファイナンス
について国連環境計画・金融イニシアティブ（UNEP FI）が制定したポジティブインパクト金融原則（PIF 原則）に適合
していることを確認した。 

R&I は別途、北洋銀行のポジティブインパクトファイナンス実施体制が PIF 原則に適合していることを確認してい
る 1。今回のファイナンスに関して北洋銀行および北海道共創パートナーズの調査資料の閲覧と担当者への質問
を実施し、実施体制の業務プロセスが本件に適用されていることを確認した。 

北洋銀行が実施するインパクトファイナンスの概要は以下のとおり。 
 

(1) 対象先 

社名 株式会社アールアンドイー 

所在地 北海道登別市 

設立 1985 年 6 月 

資本金 20 百万円 

事業内容 産業廃棄物処理業 

売上高 1,376 百万円 (2025 年 3 月期) 

社員数 58 名 (2025 年 12 月時点)  

 

(2) インパクトの特定 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは対象先の事業内容や活動地域等についてヒアリングを行い、バリ
ューチェーンの各段階において発現するインパクトを分析し、特定したインパクトカテゴリを SDGs に対応させてイ
ンパクトニーズを確認した。また、当社の事業活動が影響を与える地域におけるインパクトニーズとの整合性につ
いて、持続可能な開発ソリューションネットワーク（SDSN）が提供する SDG ダッシュボードなどを参照し確認した。 

 

(3) インパクトの評価 

北洋銀行および北海道共創パートナーズは特定したインパクトの実現を測定できるようインパクトの内容を整
理して KPI を設定した。ポジティブインパクトは SDGs 達成に寄与する取り組みとして追加性があると判断した。ま
た、北洋銀行が掲げる重点課題（マテリアリティ）と方向性が一致することを確認した。 

 

  

 
12022 年 9 月 28 日付セカンドオピニオン「北洋銀行 ポジティブインパクトファイナンス実施体制」 

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2022/09/news_release_suf_20220928_jpn_3.pdf  

https://www.r-i.co.jp/news_release_suf/2022/09/news_release_suf_20220928_jpn_3.pdf
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① 資源循環の高度化と脱炭素社会への貢献 

インパクトの種類 環境面におけるポジティブインパクト増大 

インパクトエリア 「気候の安定性」「廃棄物」「資源強度」 

関連する SDGs  
 
    

内容・対応方針  「製鋼副資材（エコマイト）」（※）の製造及び販売基盤の強化 

（※）再利用困難とされていた中間処理残渣物（廃プラスチック等）のリサイクル資

材。コークス・石炭の代替品として燃焼時の CO₂排出削減効果を有する 

 水処理施設におけるリサイクルエタノールの使用率向上 

目標と KPI 

① 2028 年度までにエコマイトの製造量を 5,000 トンとする 

※2025 年度より製造開始 

 

② 2026 年度までにリサイクルエタノール使用率（※）を 80%にする 

※リサイクルエタノール使用率 

＝リサイクルエタノール使用量÷総エタノール使用量 

（実績） 2022 年度：20% 

 2023 年度：20% 

 2024 年度：35% 

※2027 年度以降の目標は改めて設定する 

 

② 事業活動全体における環境負荷低減 

インパクトの種類 環境面におけるネガティブインパクト低減 

インパクトエリア 「気候の安定性」「大気」 

関連する SDGs  
 

 

内容・対応方針  環境配慮型車両（重機含む）への入替や事務所照明の LED 化を通じた GHG 排

出量削減 

目標と KPI 

① 2025 年度中に「製鋼副資材（エコマイト）」製造施設を含めた GHG 排出量を算

定、2026 年度中に削減計画を策定し、以降計画に沿って削減する 

 

② 2027 年度までにハイブリッド重機を 2 台導入する 

（実績）2025 年 12 月時点：0 台/26 台 
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③ 適正処理と再資源化を支える人材基盤強化 

インパクトの種類 社会面におけるポジティブインパクト増大 

社会面におけるネガティブインパクト低減 

インパクトエリア 「雇用」「賃金」「健康および安全性」 

関連する SDGs  
 

 

内容・対応方針  生産性向上および業務平準化による有給休暇の取得推進 

 従業員の処遇改善による働きやすい職場環境づくり 

 資格取得支援による働きがいのある職場の実現 

目標と KPI 

① 2027 年度までに全社員平均有給休暇取得率を 70%にする 

（実績） 2022 年度：45% 

 2023 年度：55% 

 2024 年度：56% 

 

② 2028 年度までの各年度における一人当たりの年間平均賃上げ率を 3%とする 

（実績） 2022 年度：3% 

 2023 年度：3% 

 2024 年度：1% 

 

③ 2028 年度までに従業員数を 64 名にする 

（実績） 2022 年度：44 名 

 2023 年度：49 名 

 2024 年度：54 名 

 

④ 2028 年度までに有資格者※（延べ人数）を 10 名増加させる 

▼対象資格 

1 級建築施工管理技士/1 級土木施工管理技士/公害防止管理者/ 

1 級建築士/技術士/玉掛技能講習終了/車両系建設機械技能講習終了/ 

フォークリフト運転技能講習終了/大型自動車免許 

（実績）2025 年 12 月時点：113 名（延べ人数） 

 

(4) モニタリング 

北洋銀行は対象先の担当者との会合を少なくとも年に 1 回実施し、本 PIF で設定した KPI の進捗状況につい
て共有する。日々の営業活動を通じた情報交換も行い対象先のインパクト実現に向けた支援を実施する。 

以 上 
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